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1．目的

（1＞研 究の 背景

　都 市巨大災害は、大規模で 急激 な環境変化 を もた らす。
それ は、構造物へ の 物理的被害 に と どまらず、社会制度 、

紐織 ・集団、人 々 の 心 身 な ど、社会的心 理 的側面に も多
大 な る 影響 を及ぼ す 。 こ の よ うな 災害 にお い て 、行 政 を
は じめ とす る災害対応従事者は、社会基盤な どの 構 造 物
の 復 旧 の 他に 、被災者が 震災後の 新 しい 環境の 中 で 日常
を取り戻せ る よ うに、特に生 活の 根幹で あるす ま い に 被
害 を受け た 被災 者 が す まい を 再 建で きる よ うに 、 生活再

建を支援 して い か なけれ ば ならない 。

　そ の た め に は災害発生後 に 、 「どの ような層 の」 「ど
うい う状態の 被災者が」 「い つ どこ に 避難 ・移 動 した の

か」 「それ を規 定 して い る 要因は 何 か 」と い っ た 項目か
ら被災者 の 生活 再 建 過程 を明らか に し、そ の 知見 を、次
の 大 規 模 災害地 に お ける 避難所や 仮設住宅設置の 場 所、
人 的物 的 資源投入 の 場所と時期、様 々 な施策を出 す タ イ
ミ ン グな どの 検討 に活か す必 要 が あ る。

　財 団法人阪神 ・淡路大震災記 念協会か らの 委託事業と

して 、京都大学防 災 研 究 所 が 1999年3月に実施 した f震
災後の 居住地 の変化 と暮 ら しの 実情 に関す る調査」（以下、
兵庫県調査）は、初 め て の 都市巨 大 災害 で あ る 阪神 ・淡路
大震災 に お い て 、 前述の よ うな 生活再建過程 を明 らか に

する ため に 行っ た社会調査で あ る。
　本調 査 で は

、 震災後の 被災者 の 意 識 ・
行動 の 実態 を広

く知 るた め に 、調 査 時点 （1999年3月）で の 兵庫県内在住 者
と県 外 在住者（震災後 兵 庫県外 へ 出た被災者）に つ い て、
無作為抽出 を行 っ た。県内在住者 は

、 兵庫県南部地震震
度 7地域お よ び都市 ガ ス 供給停止地 域 を調査地域とし、
250地点（町丁 目単位）を無作為 に抽出 した e 更 に、各地点
か ら10名の 世 帯主を、住民台帳か ら確率比例 抽出 した 。

ゆ えに調査 数 は2
，
500世帯｛調査地域内聡世帯数741，261世

帯の 0．3％）で あっ た。回収数は6ε3世帯｛回収率273 ％ ｝、宥
効回 収数は 623世帯（有効 回収攣 24．9％）で あ っ た 。 県外在
住者に つ い て は 、 その 総数 を把握す る こ とは不可 能な た

め、県外被災者 に 送 付 してい る広報 「ひ ょ うご便り」の
名簿（総数5

，
866世帯）か ら 、 800世帯を無作為抽出した。こ

の名簿 は、行政 が把握して い る県 外被災者の 中で 、 最も
大 きな母 集団 を持つ もの で ある 。 以 上の よ うなサ ン プ リ
ン グ に よ り、県内被災者 に つ い て は 、回答 の歪 み が 少な
く、回 答 を もとに科学的な根拠の 高い 定量評価が 可 能と
な っ た 。 また、県外被 災者に つ い て も、そ の 特 徴 把 握が
可 能 に なっ た 。 な お、本論文で は 、科学的な定量評 価が
可能な県内在住者 につ い て の 分祈結 果 を用い た 。

　調査項目は 大 きくわ ける と、L被害の 状況（物理的・
精

神的 ・経済的）、2．避難場所と期間、それ ぞ れの 規 定因、
3．家族関 係 に 関す る 意識の 変化、4．人間 関 係の 変化、S．市
民意識 の 変化 、 6．現在の こ こ ろ とか ら だ の 適応度、7，現
在の 生 活 の 復興 ・満足 度 で ある 。 そ の う ち、 木村他

1，、
林

1｝よ っ て 、 「被災者 の 場所の 移動j　「す まい に関 す る
決定」 に つ い て の 分 析 結果が報告 され て い るの で、以下
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に 述べ る 。

（2）兵庫県調査にお ける結果

　被災者の場所の 移動 に関 して は、被災者が、時間の 経
過 に 伴 い 、移動先を次々 と変化 させ る こ とが明らかに な
っ た 。 震 災 当 日は 避難所〔車の 中 ・テ ン ト等 を含 む）、次

い で 震災後2・4 日間で は血縁（別 居 してい る親 ・子 ど も ・

親戚の 家）を利用 して い た 。 その 後（震災後2ヶ 月 ・半年）は、
避 難先 と して ア パ ート・マ ン シ ョ ン を借 りるか、会社の

施設を利 用す る 人 が多か っ た 。 また、避難者全体 にお け

る 割合 か らみ る と 、 震災後半年にお ける仮設住宅利用者
は数 ％程度で あ り、他の 移動先 と比 べ て 少な か っ た 。

　また、すまい の 決定に 関 して は、 「い つ すまい に つ い

て 真剣 に 考え、決断を下す た め に必 要 な情報 を欲 しい と

思 っ た か」｛住宅 の 情報ニ ーズ の 時期｝と、 「い つ すまい

に つ い て rこ う しよ う」と実際の 方針 を決断 した の か」

（すまい の 決断の 時期〕につ い て 尋ねた。

　住宅の 情 報 ニ
ーズ の 時期 に つ い て は、全 壊 全焼 、半 壊

半焼、一
部損壊被災者ともに、　「決断 を下すた め に何か

しらの情報を必要とした」と回答した人が、震災後1週間

で ほ ぼ 50％ に到達する こ とが 明 らかに なっ た。また、震

災後1週間まで の 情報ニ
ーズ を、家屋 被害程 度別に見 る と、

全壊全焼被災者 は、震災後2・4 日間か ら1週間 に か けて 情

報 ニ
ーズ が高ま り、一

部損壊 ・半壊半焼被災者 は、そ れ

よ りも早い 、震災当日お よび 震災後24 日間にお い て最も

情報ニ ーズが 高ま っ て い た 。

　すまい の 決断 の 時期 は、無被害以外 の どの 家屋被害程

度 に おい て も、震災後1ヶ 月まで で 50％ 前後 の 人が決 断

を下 して い た 。 中で も全壊全焼被災者は、震災後24 日間
〜1ヶ 月で 、全体 の47．5 ％の 人 が 決断を下 して お り、情報

を必要と してか ら決断 を下 す まで の 期間が 、 他の 被害程

度 と比べ て非常 に 短い こ とが わ か っ た 。

（3 ）研究の 愆義

　都市巨 大災害 にお け る災害発生 後の 人 々 の 対応 は、急

激 に 変 化 した外 的環境へ の 適応行動で あ る。した が っ て 、
個人をとりかこ む外的環境が 、 人 々の 認識や行動 の あり

方 に 大きな影響 を与える 。 しか し 、 質問紙な どに 代表さ

れ る社 会 調査 か ら は、入 々 の 主観的な意識 ・行動 につ い

て の 情報 を知 る こ とは で きて も 、 どの ような物理的環境

が 、どの よ うな 影響 を人 々 の 意識 や行動に与えて い るの

かを理解す る こ とは困難 で あ る 。 また、物理的環境 を社

会調査 で 尋 ねた と して も、想起 され た情報は 、バ イ ア ス

に よ っ て歪められてい る可能性が 高い
。 実際の 災害対応

に お い て 、災害対応従事者が 具体的な対策 と して 介入で

きる の は、物理 的環境を整備 し、人々 の 適応過程をス ム

ーズ に す る こ とで あ る e な ら ば 、 人 々 の 意識や 行動 に 、

ど の よ うな物理 的規定因が あ る の か を明 らか に す る こ と

は、きわ め て重 要で ある 。

　 そ こ で 近 年、防 災の 世界 で も多用 され て い る 「GIS」
（Geographic　lnformation　System：地理 情報シ ス テ ム ）を利

用 す る こ とに よ っ て、今述べ た よ うな社会調査の 弱 点を

補 うこ とを考えた。 社会調査 に よ っ て 得 られ た 人 間の 心

理 ・行動情報 と、物理的イ ン パ ク ト（地域の被害率、展度、
ラ イ フ ラ イ ン の 復 旧状 況 な ど）や 、 地域 社会の 特性〔国勢

調査か ら得 られ る よ うな、商渠 地 ・住 宅 地の 別、地 域 在

住者の 平均年齢 ・世帯数、地域 の 定住率な ど〕の 空間情報

を、位置情報（緯経度 ・住所など ）をキーに して G艮S上 で重

ねあわ せ る 。 そ して、空 間情報 や 重 ね合わせ る こ とに よ

っ て得られ た知見を 変数（地域変数）化し、数理統計的な

処理を行う。 その 統計処理 に よ っ て 得 られ た新た な知見
を 、 更 にGISに フ ィ

ードバ ッ クす る こ とで、よ り高い 知
見を求め る とい う

一
連 の 手法で ある 。

　 こ の よ うなGISの 利用に よ り、以 下の3点 にお い て、災

害 に 関す る 社会調査 の 結果は、説明力を増すこ とが 考え
られ る 。 1つ は、今まで 取 り込 め な か っ た 地域変数 を取
り込 み、個 人 の 行動 ・意識 との 関連を 明ら か に で きる こ

とで ある 。 2つ め は、個 人 の 主 観的 な報 告 と 客 観 的 事実
と の 対応 関係 を把握 し、人々 の バ イ ア ス を明 らか に し、
バ イア ス を取 り除 くこ とが で きる こ と で ある。3つ め は、
GISの 空間情報を利用す る こ とで、社会調査 で 尋ねなく

て もわか る変数が で て くる ため、地域べ 一ス の 質問を省

略 で き、個ノ）世帯ベ ース の質問中心 に で きるこ とで あ る 。

こ れ に よっ て 質問紙 の 簡素化を図る こ とがで きる 。

　本研究で は、地域変数 と して、建設省 建築 研究所が 作

成 した 「建物被害 ポ リゴ ン データ」（2．方法（1）参照 ）の 中

か ら、町丁 目単位の 全壊率 に 注 目 した。

　質問紙で は 被災者 は 自宅 の 被害 に つ い て 質問 を受け る 。

しか し、被災者の 自宅は 単独に存在する の で は なくて、
多くの 建物が連た ん する被災地の 中 にある。そ う した 地

域 全 体 と して の 建物被害の 程度が 、 個々 の 建物被害の認

定や その 後の 被災者 の 行動に 、どの よ う な影響を与 え る

か を明らかにする こ とが本研究の 目的で ある 。

2．方 法

（1）建築研究所の 建物被害データに っ い て

　本研究で 調査対象者ポイ ン トと重ねあわせ る 「建物被

害 ボ リゴ ン デ
ー

タ 」 は、震災復興都市づ く り特別委員会

（日本都市計画学会関 西支部 と日本建築学会近畿支部都市

計 画 部 会が 合 同で 震災10日後 の 1995年1月17日 に 設立 ）に

よ っ て 行われた建築物の被害実態緊急調査の 結果 を基 と

して 、 建設省建築研究所（以下建研）が作成 した 。 調査は、
阪神 ・淡路大震災 に よ る建 築物 被 害 の 地域 的な 広が りを

把 握す るた め に 、 1995年2月1日〜3月 13日 まで 行 わ れ た 。

対象地域 は、西 は 神 戸 市須 磨区 か ら東は 酉宮市 まで の 、
被害が集中 して い る お お むね山麓線以南で埋立 地以北 の

地域（
一部 で は 埋 立 地 を含む ）と 、 そ れ に 連なる 、西 は 明

石市 、 神戸市垂水区、須磨区北部、東は尼崎市、伊丹市、
宝塚市、お よび 淡路島の うち、被害が集中 してい る地 域

で ある
1〕

。

　本 調 査 で は、1996年3月 に建設省建築研究所が 発行 し

た 「平成7年兵庫県南部地 震被 害 譌査 最終 報告書付属CD ・
ROM 」にお け る 、 町 丁 目単位の 全壊率デ

ー
タ（全体の 建

物面積 に おける 全壊 した建 物面積の 率｝を利用 した 。 なお、
この 地図 は 、 建設省建築研究所が建設省国土地理 院長の

承諾を得て、同院 発行の数値地図 10000（総合）を復製 した

CD ・ROM デ
ータに 基 づ い て作成 した もの で あ る（承認番号

平8総複 、 第26号｝。

（2｝全 壊 率データ の 地域変数化

a＞データの結合

　まず、調査対象者の 住所 を、ゼ ン リ ン が 発行 して い る

住宅地 図 を見な が ら、国土地理 院発行 の 「数値地 図

2500」 で 表示 され た 町 丁 目上 に ポ イ ン トして い っ た 。 県

内在住者（n
＝623）の 中 で 、震災時 の 住所が 確認で きる 500

人が 対象 となり、 そ の うち島部で あ り都市災害の 人 間行

動を知る 上で は適当 で ない と思 わ れ る 淡路島在住者（n
＝8）
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表 1　全壊率 に お ける調査 対象者の 度数分布

全壊率 12カテ ゴ リ
ー 4カテゴ リー 2カテ ゴ リ

ー

0覧 102 （30の 102 （ 30」 冫． 一厘一翻一
1−4％ 72 ｛21．6 ）

5鴨9％ 36 （ m ．8 ） 108 〔32．4 ） 210 〔63．o ）

10〜149628 （　 3．の

15〜19％ 25 （　 7．51

20噌24％ 11 （　 3．3 ｝

25 障29％ 9 〔　 2．7173 （21．9 ）陶
30飼349610 （　3．o ）

35僧399616 〔　 4』 ）

40僧44％ 7 ｛　 2．1 ）

45剛49％ 3 〔　 09 ｝

　　50 ％ 僧
騨辱

，4 《　 4．2 ⊃ 50 ‘15．0 》 123 （ 37』 ，
甲 卩吻

合計 333 （ Ioo｝ 333 （ 100 ｝ 333 （ 量00 》

左 は 実測 度 数、カッ コ 内 は ％

対 象 は、震 災 時住 所 が わ か る胴査 対象者‘n＝500 ）の 中 で

全 壊 串が あっ た地域 に 住 んで い る対 象者Cn＝333 ）

を除外 した 。 その 結果、492の ポ イ ン トを持つ 、心理 ・

行動情報データが作成され た 。

　建 研 データ に お い て は、町 丁 目名を結合キーと して

　「数 値地 図 2500」 の 町 丁 目の ボ リ ゴ ン デー
タ と緕合させ、

GIS上 に お い て 、調査 対象者 と全壊率 と をオーバ ー
レ イ

させ た 。

　次 に 、 GIS を使 っ て 調査 対象者の 地域 の 全 壊 率 を調べ 、
調査対象者の 心理 ・行動デ

ー
タテーブ ル に 、 地域の 全壊

攣 を入力 して い っ た。そ の 結果、全壊率 データが あ る地
域 に 居住 して い た333人の データテープ ル に 全壊率が入

力 され た（内訳は 表 晝左 列｝。
b）地域変数 と謂査変数 の クロ ス

　次 に、地域 の 全 壊 率 と兵庫県調査 で 得 ら れ た 自宅 の 家
屋被害程度との ク ロ ス 表を作成 し、全壊率 をカ テ ゴ リー

化す る 際の 境界を調べ る と ともに、出 来上 が っ た クロ ス

表の 各セ ル か ら新 た な変数を作成 した。こ の 変 数 に よ っ

て、周囲 の 被害の 大小 にお ける 家屋被害 の大小 が 、 人 々

の 意識 ・行動 に ど の よ うな影響を与 えるの か を調べ る こ

と が可 能と な っ た 。

　まず表 1か ら、全 体 の 割合 を 考 え、0％ （n
＝102）、1、

10％ 未 満（n
＝10S｝、 10− 30％未 満（n・73）、 30 ％ 以上 （n

＃50）
の 4 カ テ ゴ リ

ー
にわ け た。 こ の 4カ テ ゴ リーそれ ぞれ に お

い て家屋被害程度（全壊全焼、半壌半焼、一
部損壊 、被害

無 し）の 構成比 に差 が で る か、4× 4の カ イ 自乗検定を行 っ

た と こ ろ．1％ 水準 で 有意な 差が 見 ら れ た ｛xz（9）・・71．3，
pく Ol》。 な お、全 壊率30％ は、兵 庫県南部地震当時の 気
象庁 震度｛現 在 は使 わ れ て い ない ）に お い て 、震度 7を判 別
す る 基準値 で あ り 、 カ テ ゴ リー化に際 して は、こ の こ と
も考慮 した

4｝
。

　次に 、0％ と1、IO％未満の 全壊率に お け る家屋被害の

構成比に差 は あ る か、10〜30％未 満 と30％ 以 上の 全壊率
に お ける 家屋 被害の 構成比 に 差がある の か を調べ た結果、
0％ と10％の 間 に は 有意差 が な く（X2〔3》

＝7．45，
　n．s．｝、10〜

30％未満 と30％以 上 との 問に も有意差が 見 られ なか っ た

（X2〔3）4 ．86，　n．s．X表2）。 した が っ て 、 構成比 に 差 の ない

これ らの カ テ ゴ リーを ま とめて 、0〜10％ 未満 と10％ 以

上 との 2 カ テ ゴ リー
に し、結果 の 簡素化と分析 の 安定化（1

衷 2　全壊率の カテゴ リー化

家屋被割 4程度）とのクロス衷

周1 ・・継

舉い・一・・嬾

二の 間、差無し

（2x4 の クロス表a）

叢「繭
率 1

．
畷

　　　　　　幽騨

この聞、差無し

（2x4のクロス 衷b）

この 間、差あり
（2 × 4のクロス表c 〕

・：xk3 ）4 ．86，隠 b・κft3P？．ca ・．・ 、、郡 ｝di3，88，　Pく01
・

表 3　2 カテ ゴ リ
ー

化に よ る ク ロ ス 表

周囲の全壊率
’

1096以 上 　　　 　0−10％未 満

含　 計 3331100 ， 123　（　100　）　　　　　謬210　‘　100 ）

家

屋

被

害

種
度

全壌全焼

半壊半焼

一部損壤

被害無し

57 （17．D90

｛2乳の

163 （4＆9 ，

2316 』 ｝

39 ‘31．，） 1　 18 ‘ 臥6 ｝

46 翩 ｝ 2
畧

44 ‘2砌

驚 ：：i鷺 ；

5678

左 ；実数、右 ：96 　　 t ： X2 ‘3）ssZ ．88，　pく．01
周囲の全壌率10％ 以上 ：高糠害地域　周囲の 全壊串0〜10％ 未満：低被害地壌
衷中の太字1−・Bは、新しく作成された変数

セ ル あた りの 世帯数が 多くな る た め）を図 っ た 。 更 に、0
−−10％未満 、 】0％以 上 の 2カテ ゴ リー間 に お け る 相違 は、
1％ 水準で 有意で あ り（X2（3）＝ 53．88，　p＜ ．Ol）、最終 的 に2カ

テ ゴ リーに単純化され るこ とが わかっ た。

　最終的に で きた の が、表3の よ うなカテ ゴ リーで あ る。

周囲の 全壊率 は 、 10％以上（高被謇地 域 ）と、O〜】0％未満
（低被害地域 ｝の 2つ に わか れ、家屋被書程度の 4カ テ ゴ リ
ーと合 わせ て 、全部で 2×4の 8カ テ ゴ リーを持 つ 、新 し
い 変数〔被害変数）を作成する こ とがで きた 。

　図 1は、家屋 被 害 の 4カ テ ゴ リーと 、 周辺 の全壊率 の 2
カ テ ゴ リーをGIS上 で 、オーバ ーレイたもの で ある 。 こ

れ を見 る と、高 被 害 地 域 ほ ど、家屋の 被害が大きい こ と
が視覚的 に も確認で きる。なお、被害 変 数 の 中 で 、高被
害地 域 で 被害無 し の 世 帯は4世帯 しか な い た め（表3の太字
4）、 分析か らは 除外 した 。

3 ．結果お よ び考察

（1）地 域 と建物被害 の 特徴

　回答者（世 帯主）の 性 別年齢
・
家族人 数 と い っ た個人 属

性 、対象 となっ た家族内で の 人 的被害や、被害 総額
・
年

収に 占め る被害総額 の 割合 ・家財 被害 とい っ た物的被害
が、被害変数との 間に どの よ うな関係がある の か に つ い

て 調べ た。

a）性 別 ・年齢 ・家族人数 ・人的被害 （表 4）

　まず、年齢 に よ る差 が 、男 性 に み られ た e 高被害地域
の 半焼 半壊世帯 で 、40歳代 と20歳代が多く（X　

2
（S｝＝ 13．73，

〆．05）、低 被 害地域の 被害無し世帯で は、60歳代 と20歳
代が多か っ た（X　

2
（5）＝21．55．pく．01｝e しか し、女性に おい

て は差は み られ な か っ た 。

家族 人 数で は、低被害地域 の 被害 無 し世 帯で 、単身世
帯 が多か っ た （X2（3）＝IO．90，　p く．OS｝。 年齢層と重 ね合わ せ

て 考える と、男性高齢者で マ ン シ ョ ン に住 む、単身世帯
が浮か び上が っ て くる 。
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　 家族内で の 人 的被害で は、高被 害地域 の 全壊全焼世帯

で 、高い 人的被害が見られ た（Z2（3）＝34．35，　pく．0り。
b）被窖総額 ・年収 に占める 割合 ・家財被害 （表5）
　被害紛額で は、被害程度を問 わず 全 壊全 焼世帯 が 1000
万 円以上 の 被害 を受けて い た（高被害地域 ：X2（4〕

＝87．93，
p〈．Ol， 低被害地域 ： X2（4ト4L41，　p〈．Ol》。 しか し、一

部損

壊世帯で は、低被害地域 よ りも高被害地域 の 方 が 、被害

額が有意 に高か つ た儁 被害地域 ：
’
X　
2
（4｝−12．84．Pく 05，低

被害地域 ： X　
’

（4F28 ．24，　p〈．OI）。 同様 の 傾向が 、年収 に

占め る被害聡額の 割合に つ い て もみ られ た。また、家財
の 被害 にお い て も、低 被 書地 域 よ り も高被害地域 の 方 が 、

被害が 大きか っ た〔高被害地域 ：X2（3｝＝59．94，　pく、Ol，低被

害 地域 ：X2〔3）＝ 17．69，　pく．01）。
　こ こ で 特徴的なの は、周辺 の 地域 被害程度 に 閼 わ らず

全壊全 焼被災者 は 、 同じよ うな物的被害 を受けて い る の

に対 し、一
部 損壊 被災者は、認定 は同 じ一部損壊 な の に

も関わ らず、高被害地域の 方が、低被害地域よ りも被害

が 重い こ とで ある。こ の こ とか ら、高被害地域 に お い て

は 、 周囲の 環境に よっ て被害が 軽くみ つ もられ る 傾向 に

あ る こ とが 考 え られ る 。 様 々 に住宅の 被害 を受け た被災

者 を 対象 とす る、限度ts300万 円 ま で 実質無利子 で 借 b
られ る兵庫県生 活復興資金貸付 や、高齢者世帯 な ど に 月

額2万〜1万5千 円 の 支援 金 が5年問 支給 され る生 活再建 支

援金、低利 に多額の 融資が 受けられる 住宅金融 公 庫災害

復興住宅融資な ど、行政 等が提 供す る こ れ ら種 々 の 生活

再 建 支援プ ロ グ ラ ム が あ る が、高被害地域の
一

部損壊の

認定を 受け た 人 た ちは
、 低被害地域 の 半壊半焼と同等の

物 的被 害 を受 け なが ら も、上 配 の 支援 を受け られ ない こ

と に な る
S）

。 支援金額が 違 え ば 、 生 活再建 の ス ピードも

変わっ て くる こ とが 考え られ、こ の 不 利 益 を解 消す るた

め に は、今後、．家屋 自体の被害程度 を客観的 に判定 で き

る よ うな、家 屋被 害判定基準 の標準 化 や 調査 員 の 訓練 シ

ス テ ム の 整備などが 推進 され る必要が あ る こ とが考え ら

れ る。

（2 ）避難行動

　次に、震災後、被災者が どの よ うな場 所 を移動 して い

っ た の か に つ い て考察す る。前述の 兵庫県調査の 結 果 で

は 、被災 者が 、時間の 経過 に応じて、避 難 所（震災当 日）、
血縁（震災後2−4日間）、その 後 ア パ ートを借 りる 力丶 会社

の 施殼を利 用 する人 が多か っ た（震災後2ヶ 月 ・半年）こ と

が わか っ た（1．目的 ｛2 ）参照 ）。

　本研究 で は、周囲の 被害程度に よ っ て移 動先が どの よ

うな 影響 を受ける の か につ い て 、 作成 した被害変数をも
とに考察 した（図2−−4｝。

　図2−−4と も、上図 が高被害地域 、 下図が低被害地域に

おける移動 を表 して い る 。 図2が 全半 壊 （焼 ）被 災 者 の 移 動、
図4が一

部損壊 ・被害無 しの 被災者の 移動で ある 。 本来 は、
家屋被害程度（4種 ｝ご とに 図を作る べ きだが、移動先 が 細

分化 され て 1カ テ ゴ リーあた りの 人数が 少な くなり量 的把

握 に支障 を きたす た め、高家屋被害 と低家屋被害の 2種に

ま とめ て 移動先の 傾 向を把握 した 。 また半壊（焼｝世 帯 は、
高被害地 域 （n

＝46）と低 被害地域 （n
＝44〕の 数が ほぽ 同 じた め、

半壌世 帯単独で 比較 し、地域被害 程度 に お ける 移動 先 の

違い に つ い て考察 した（図3）。

e）全半壊 （焼）被災者の 移動 ・半壊（焼〉披 災者の 移動

　全 半壊 （焼 ｝被災者（図2）お よ び半壊（焼｝被災者の み （図3）
の 震災当 日 の 避 難、そ の 後の 各時 点 に お け る 仮住 ま い の

創合 を見 て み る と（円 グラ フ ｝、低被筈地域 よ りも高被害

地域 の方 が避難 ・仮住 まい の 割合が 高か っ た。 具体的な

避難場所 で は 、震災当 H、2q 日間 にお ける避難所 は、低

被害地域 よ りも高被害地 域 の 人 の 方が 、利 用す る割合が

高く｛図2）、 特 に 半壊（焼）世帯に おい て は14 日問 にお い て

その 傾 向 が強 か っ た （図3）。 その 後、震災後2ヶ 月で は 、
高被害地域の 被災者 は、被災地内から被災地外へ 避難す
る 入が 多 く〔図2・3）、低被害地域の 被災者の 方が被災地内
へ 避難する割合が 高か っ た。また、半 壊（焼）世 帯 〔図3）
を見 る と、高被害地 域 よ りも低被害地域の方 が全 て の時
点 で大きな割合で 被災地内の 血 縁 を利用 し、特 に 、早い

段階（震災後2−4日間）か ら、 長期間に わ た っ て 血 縁 を利用

して い る こ とが わ か っ た 。 　　　
’

　まとめ る と、周辺地域 の 被害程 度 に よ っ て、避難 の 形

態が 違 うこ とが わ か っ た 。 家屋被害程 度が 同 じ全半壤

（焼）で も、高被害 地 域で は、震災 当 日や特 に 震災後24 日
間まで は被災地 内の 避難所に 多くが避難 し、震災後2 ヶ 月
に な る と 、 被災地 を い っ たん 出 て い く人が多く、なか な
か自宅 に戻 れ ない こ とが わか っ た。一

方、低被害地 域で

は、被災地外 に で る 人は あまりなく、被災地内 の 血縁を
頼 りに しなが ら自宅 に戻っ てい るこ とが わか っ た ゆ

b）一部損 壊 ・被害無 し被災者の 移動

次t：・一部損 壊 ・被害無 し被賭 の 移動を比較する（図
4）。 震災当日の 避難、そ の 後の 各時点 にお け る仮 住 まい

の 割合を見て み る と（円 グ ラ フ ）、低 被 害地域 よ りも高被
害地域 に い る人の方が 避難 ・仮住まい の 割合が 高か っ た。
また、震災当 日、2・4 日間に お ける 避難所 も、高被害地域
の 方が よ り避難を して い た。

　こ こ で 特徴的な の は 、行政な どの 支援 プ ロ グ ラ ム の 対
象外 で ある

一
部損壊 ・被害無 し世 帯 も、全世 帯の 20 〜

40 ％の 人 が 、 震災当 日、震 災後2・4日問 にお い て避 難 して

い る こ とで ある。た だ、避難所 に行 くの は震災当 日の み
で、その 割合も高被害地域 ほ どで は ない 。 また、そ の 後
は血縁 や勤務 先 の 施設 な どに頼っ て い る人が多かっ た。
　以 上 図2、4から、避 難所 へ の避難は、家屋被害程度 よ

りも地 域被 害程度 に 規定 され て い る こ とが考え られ る 。

地域被害程度が 高 い た め に、被災地 内の 避難所 に移動す
る （せ ざ る を得ない ）傾向や、地域の 被害程度が 軽い た め

に、わ ざわ ざ避難所 に 行かずに む しろ 自宅 や 被災地 内の

血縁 で す ませ る 傾向の あ る こ とが 考えられる 。

（3）す まい の 決定

　次 に、地域被害程度が、すまい の 決定 に どの よ うな影
響 を与 えて い る の か につ い て 考察する。

　兵庫県調査の結果で は、住宅 の 情報ニ ーズ（い つ す まい

につ い て 真剣に 考え、決1圻を下 すた め に必要な情報を欲
しい と思 っ た か）は 1週 間、す まい の 決断〔い つ すま い につ

い て 「こ うしよ う亅と 実際の 方針を決断 したの か ）は 1ヶ

月で あっ た。特 に 、住宅の 情 報ニ ーズ に 関 して は、半壊
半焼 ・一部損壊世帯は震災当日〜2・4日間、全壊全焼世帯
は震災後2−4 日間 、i週問 に高い 情報 ニ

ーズが あっ た 。 ま
た 、 すまい の 決断 は、全壌全焼世 帯で 震災後2−4 日間〜1
ケ 月 に 決 断 をす る 人が 最 も多く、 情報収集か ら決 断 まで

に時間の ない こ とがわ か っ た（1．目的 （2｝参照）。
a）住宅 に関す る情報ニ ーズの 時期 （図5左）

　住宅 に関 する情報 ニ ーズが、周囲の 被害程 度に よ っ て

どの よ うな影響 を受け て い る の か を考察 した。

　時 問 経 過 で み る と、震災当日 は、低被害地 域 の 一部損

壊 世 帶 が最 も情報 ニ ーズ が高 く、 震災後2・4日間 で は、低
被害 地 域 の 半壊半焼世 帯が一

番情報 を欲 してい た。震災
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図 5 被害変数 に お けるすまいの 決定時期 （左 ：住宅の 情報ニ ーズ，右 ；す まい の決断）

後 1週間で は 、 高鮫害地域 の 全壊全 焼世帯が 最 も惰報を欲

し、低被害地域の 半壊半焼世帯が こ れ に続 い た 。 低被害

地 域の全壊全焼世帯では、震災後1週 間 まで は、そ れ ほ ど

情報ニ ーズ が 高 くなか っ た。
　特徴的な の は 、 高被害地域 の 全壊全焼世帯で 、震災後
2−4 日間〜1週間の 情報ニ ーズが 最 も高 かっ た こ とで ある 。

同 じ高被害地域で も、半壊半焼 ・一部損壊世帯の 情報ニ

ーズ は、震 災当 日〜2・4日間 は全 壊 全 焼 よ り も高 か っ たが、
抵被害地域の 半壊半焼 ・一部損壊 よ りは低か っ た 。

　 こ の 結果 か ら、家屋被害程度 と周囲の 被害程度 の 両方

が 、住宅の 情報ニ ーズ を規 定 して い る こ とが考えられ る 。

家 屋 被 害 程 度 が あ い まい な （半壊 半焼 ・一部 損 壊 ）世 帯 で

は 、 高被害地 域 よ りも低被害地 域 の方が情報ニ ーズが高
か っ た。自宅 が 居住 しつ づ け る の に 安全 か、短期 的 に 修

理可能か とい っ た、応急被災度判定的な情報 を欲 して い

る こ とが 考 え られ る 。 また高被害地域 の 全壊全焼世帯で

は、震災後2−4日問一1週間 に かけて 、建て 替えとい っ た

長期的な取 り組み な どの 、す ま い 再建 に 関す る情報 を求

め て い る こ とが 考え られ る 。 求 め て い る 情報の 違い に つ

い て は、今後 の 調査〔2001年1月実施｝で明 らか に して い く。

b）すまい の 決断の 時期 （図5右）

　す まい の 決断 が、周囲 の 被害程度 に よ っ て どの よ うな

影響 を受けて い るの か を考察 した 。

　周 囲 の 被害程 度 に閲わ らず、震 災 後1週 問 まで は 、半壊

半焼
・一

部損壊世帯の 方が、す ま い に関す る決断が早 く、

全 壊 全 焼 世 帯 は、決断 が 遅 か っ た 。 全壊 全焼 世 帯に お い

て は、高被 害地 域 で は、震災後 1週 間 、1ヶ 月で 、低被害

地 域で は 、震災後2 ヶ 月〜3ヶ 月で 、すまい の 決断 を す る

人が 最 も多か っ た 。

　 こ の 現象 を住宅の 情報ニ ーズ とあわ せ て考える と、高

被害 地域 の 全壊全焼世 帯 は 、そ の 人 的物 的被害の 大 きさ

ゆ え に 、 最初の 2−4日間まで は 、 震災の ダ メ
ージか ら立ち

直れなく、被災地内の 避難所等に と どまっ て い る が、震

災 後 量週 悶 か ら 1ヶ 月に お い て は 、急 速 に 生 活 再 建 に 向け

て 立ち上が っ て 決断 して い く（情報 ニ
ーズ と決断の 急激な

上 昇 ｝とい う生活再建過程が考え られ る 。
一方で 、低被害

地域 の 全壊全焼世帯におい て は、周囲の 被害が低い ため、
当 日は 避 難 所 に行 くもの の 、そ れ 以 降 は血 縁 な ど を利用

しなが ら 、 地 域の ラ イフ ラ イ ン 等の 復旧が 完了す る 震災

後2ヶ 月ご ろ に お い て、ようや くす まい の 決断に 至 る、と

い う、同 じ家屋被害程度で も、それ ぞれ違 っ た生活再建

過程 を考 え る こ とがで き る 。

出る 人へ の対策

高被窖地域向 け 低被害地域向け

図 6　周辺被害程度 に に よる 対応策の違い

（4）周辺 被害の 違い に よる影響

　こ れ まで の 結果 か ら、同 じ家 屋 被害 程 度で も、地域 被

害程度 に よっ て 、人 々 の 移 動 先 や、す まい の 決定な どに

違い が 出て くる こ とが わか っ た（図2−−6｝。

　高被害地域で は、震 災当 日、特に 全壊全焼世帯の 人的

物的被書 が大 きく、一部 損壊 世 帯 に お い て も低被害地 域
の一部 損 壊 よ りも大きなダ メ

ージを受けた。 震災 当 日一

2・4日間 は、周辺被害の 大きさゆ えに、多 くの 人 が近隣の

知 り合 い も含め て 、集団 と して 避難所 に と ど まる 傾向が

あっ た 。 全壊全焼世 帯 は、震災後1週間一1ケ 月 の 聞 に、
住宅 に つ い て の 情報を必要と し、同時にす まい の 決断を

下 して い た 。 震災後2ヶ 月の 時点で は、被 災地外に い っ た

ん 避難す る人 が多く、そ の 後 、 自宅に 戻 っ て くる傾向が

あっ た。
　 こ の ため 、行政 をは じめ とす る 災害対応従事者は、被

害が大 きい 高被害地 域 に、人 ・
物 を集中的 に投 入 し、高

被害地 域 の 人 々 の 拠 点 とな る 避 難所の 開設 を急 ぐ必 要 が

あ るこ とが 考え られ る 。 それ と同時に、震災後2ヶ 月 に被

災 地 を 出 る人 々 に つ い て も対策が 必 要で あ る 。 震災時は

兵庫県在住者で あっ たが、兵庫県調査の調査時点（震災か

ら4年後の 1999年3月）に おい て 兵 庫県 外 に在住 して い る 人
に、　「県外へ 移住 した のは どの よ うな考えで あっ た か」
と尋 ね た とこ ろ、　「最 初 は一

時 的 なつ も りだっ たj と回
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答した 人が全体 の 65．1％ を 占めた
fi，

。 また、且999年3月現

在、今 の 住居か ら移転 した い 人 で 、 再 び 「兵庫県内に 帰

りたい 」回答した人 が 、 全体の6割を 占めてい る こ とを考
え る と、一

度 、 被災地 を 出て 行 っ た 人 が 、 もとの 場所 に

戻れ る よ うな情報提供や住居斡旋 ・優遇 な どの 措置 を、
積極的に とっ て い く必要が あるこ とが考えられ る 。

　低披害地 域 に お い て は、人的物的被害が 高被害地 域 ほ

どひ ど くは な か っ た 。 震災当 日、避 難 所に 逃げ た 人は 、

全世帯の 10〜20 ％ 存在 したが、それ 以降は あま り利用 さ
れ ない こ とが わ か っ た 。 また、あい まい な被害を受けた

住宅の 居住可能性 を知 る ために、震災当日、艮週 間 にお い

て 、最も住宅 につ い て の 情報を必要 と して い た 。 その 後、
震災後2・4日間一2ケ 月に お い て は 、被災地 内 の血 縁 を 中

心 に 、 被災地内 の 避錐所、勤務先 の施設等を利用 しな が

ら、自宅に戻っ て い く人が多か っ た e

　低被害地域で は 、 住宅 に つ い て の 情報ニ ーズ が、震災

当日〜2・4日間に お い て 高 か っ たが、こ の期 間 は、高被 害

地域 で の 人命 ・安全を守 る 「緊急 対策期」に相当する（林
t2
）。 こ の 時期 におい て は、低被 害 地域 に 投入 で きる 人員

は 限 ら れ、応急判定を行 う専門家も、被害の激 しい 地域

の 慈急被災度判定が急務 で ある。そ の ため，行政 な どは、
事前対策として 住宅再建策など をあらか じめ策定 し、災

害発生 後は、初動期の わ ずか な情報空白期の あ とにや っ

て くる膨大で 断片的な情報を選 別 ・標準化で きる よ うな

惰報 シ ス テ ム の 下 で 、低被 寄地域 に お け る 人々 の 要望 に

柔軟的に対処す る こ とが 必要で ある 。

　 また 、 被災地外に お ける 自治体組織 な ど と連携 を と っ

て 、被災地外 の 資源を利用 して、被災地外に面す る低被

書 地 域の 再建 ・復 興 を支 援 した り 、 住宅 再建 に 関 わ る 煩

雑 な行政手続 きを被災治外 の 自抬体 で も行える とい っ た

よ うな、自治体間の 協力体制の 確 立 も、特 に低 被害 地 域

の 支援 におい て は重要で ある こ とが 考え られ る 。

所に と どまる 傾向が あっ た。全 壤 全焼世 帯 は、震災後1週

間、1ヶ 月の 間 に、住宅 に つ い て の 情報を必 要 と し、同時
にすまい の 決断 を下 して い た。 震災後 2ヶ 月の 時点で は、
被災地外にい っ たん避難す る人 が多か っ た 。

　低被害 地域 にお い て は 、 人的物的被害が高被害地域 ほ

どひ どくはな か っ た 。 震災当日、避難所 に避難 した人 は、
全 世 帯 の 10、20％ で あ っ た が、そ れ 以 降は、避 難所 は あ

まり利用 され なか っ た。また、あい まい な被害を受け た

住宅の 居 住 可能 性 を知 るた め に、震災当日、1週間にお い

て、最も情報ニ ーズが高か っ た。 そ の後、震災後24 日間
〜2ヶ 月に お い て は、被災地 内の 血 縁 な どを利用 しなが ら、
自宅 に戻っ て い く人が多か っ た

　以 上 の 結果か ら、高被害地域と低被害地域 の そ れ ぞれ

に お い て 、異なっ た災害対応策が 必要で あ る こ とが 明ら
か に な っ た。　「高被 害地 域」向けの封策 とは、人 ・

物を

集中 的に投入 し 、 避難所を防災拠点とし、被災地外 へ 緊

急避 難 す る 人 に 対 して も、再 び被災地 内 に 帰 っ て こ られ

る よ うな対策で ある 。　「低被害地域」向けの 対策 とは、
人 ・物 が投入 で きな い 代 わ りに、事前対策や 事後の 情報
提供を中心 に し 、 被災地外 か らの 支援を積極的 に利用 し

て 再建を 目指す よ うな対策で ある 。

　また、今まで容易に取 り込め なかっ た自宅周辺 の全壊

率 を、GISを利用す る こ とで 、心理 ・
行動情報 と重ね 合

わせ 、 空間的に 表現 した 。 今後は、町丁 目に お ける 全壊

率以 外 に も、ラ イフ ラ イ ン の 復 旧状況な ど様 々 な物理 的

環境の 変数を重 ね あわせ て、人々 の 意識 ・行動の 規定因

を探 っ て い き、生 活再建 過程 におけ る新 しい 知 見 を導 き

出 した い 。 そ して、人 々 をとりま く環境が 、人 々 の 意

識 ・行動 に影響を与えて い る事例 を積 み上げて い くこ と

で 、社会調査 にお け るGIS利用 の 有効性 に つ い て 更 なる

検 討 を重 ねて い きた い 。
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゜
本稿で は 、 社会調査 で は調べ る こ とが 難 しい 、バ イ ア

ス の ない 物理的環境（外的環境）を利用 し、社 会 調査 で 得
られ る 心理 ・行動変数 と 統 合 させ、外 的 環境 が 人 々 の 意

識 ・行動 に どの よ うな影響を与 え て い るの か につ い て考

察 した 。 本稿で は、建設省建 築研究所の デ
ータ に お ける

「町 丁 目単位 の 全 壇率」 を利用 して 、 全体 と して の 地域

の 建物被害の 程度が、建物被害の 認定 や、被災者 の そ の

後 の 行動 に、どの よ うな影響を与える かを明らか に した。
　最初 に、地域被害程度 の 分布を、カ イ 自乗検定を用 V丶

高被害地域（全壊率10％ 以 上｝と、 低被害地域（全壊率 】0％

未満｝の 2カ テ ゴ リー
に 分類 した 。 こ れ に 社会調査で 得 ら

れた家屋被害程度 の 4カ テ ゴ リーとの ク ロ ス をとる こ とで

新たな 「被害変数］を作成 した。こ れ に よ っ て 、家屋被
害程度ζ周辺被害程度が 、 人々 の 意識 や行動をどの よ う

に 規定する の か を測定す る こ とが可 能 にな っ た。
　地域 と建物被害の特徴 で は、周辺 の 地域 被害程度 に か

か わ らず、全壊全焼世 帯 は、物的被害の 大きさに 違 い が

な か っ た の に 対 し、一
部損 壊世帯で は 、 高被害地域 の 方

が、低被害地域 よ りも被害が 重 い こ とが わか っ た。こ の

こ とか ら、高被害地域 に お い て は、周囲の 環境 に よっ て

被害が 軽くみ つ もられ る 傾向にある こ とが考えられる 。

　被災者の 移動先や す まい の 決定を見て い くと、同 じ家

屋被害程度で ある に もか か わ らず、地 域の 被 害 程 度 に よ

っ て、その 行動 に大きな違い が ある こ とが わか っ た 。

　高被害地 域 で は、震災当日は、全壊全焼 ・一部損墺世

帯 に お い て の 人 的 物的 ダ メ
ージが大きか っ た 。 震災当 日

、2・4日間は 、 周辺被害 の 大きさゆ えに、被災地内の 避難
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